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様々な自律型モビリティや、それを用いたサービスを施設内で円滑に運用することを目的に、建物や周辺街区などの BIM
データを用いた高精度地図の生成技術、IoT・ICT を活用した自動ドア・エレベータなどの建物設備制御と施設情報一元

管理の要素技術、そして共通 API およびスケジュールに基づく統合制御技術を開発した。また、実際の施設環境を対象

にして、自動運転車やサービスロボットなどの複数の自律型モビリティを繋げ、統合的な送迎・案内・配送サービスの

実証試験を実施し、開発した技術の有効性を明らかにした。 
 
 
This paper describes technical developments of a high precision map generation technique basing on BIM data, 
communication control of building equipment such as elevator and auto-door, centralized information management 
using IoT and ITC, as well as workflow orchestration management basing a common API and schedules. The 
technologies are expected to enable the smoothly operating of multiple autonomous mobility and their services 
within the buildings and urban area nearby. Field tests of customer pick-up, guide service, delivery service using 
the autonomous vehicle and service robots were also conducted to clarify the validity of the technologies. 
 
1.はじめに 

 

 自動運転車やサービスロボット（以下、「自律型

モビリティ」と称する）は移動の利便性・快適性の

向上、物流の効率化はもちろん、高齢化や人手不足

への対応など社会的課題の解決につながることが期

待されており、世界各地でこれらの自律型モビリ

ティを用いた研究開発や実証試験が活発に行われて

いる 1,2)。車両・ロボット本体の開発はもちろんのこ

と、自動運転車の活用を前提とした送迎配車・物流

輸送、サービスロボットの活用を前提とした警備・

清掃・案内・配送などといった新たなサービスが次々

と提案され、社会実装も始まっている 3)。特に、警

備や掃除といった単一の機能を有するロボットはす

でに実用段階にあり、建物への導入も進められてい

る。このような自律型モビリティの急速な普及に伴

い、従来「人」を主な対象に計画されてきた建物や

周辺の街区（以下、「施設」と称する）は、今後人

に加えて自動運転車やサービスロボットも対象に計

画すべきであると考える。 

図－1 に、筆者らが思い描く自律型モビリティが

普及した将来の施設の姿を示す。図－1 (a)に示す街

区では建物に自動運転車が近づくと目的地や建物の

情報が配信され、信号機と連動することにより入口

までスムーズに走行、建物のエントランスでは、適

切な位置に車両が誘導される。人を降ろした無人の

車両は駐車場まで誘導され自動で駐車する。図－1 

(b)に示す建物内では、ロボットとエレベータや自動

ドアなどが連動しており、ロボットは自由に建物の

中を動き回ることができる。また、最新の館内地図

がロボットに常に配信されるため、ロボットを活用

した案内・配送などのサービスが実現・提供される。

このように自律型モビリティが施設内で本格的に活

用されるためには、自律型モビリティ側だけではな

く、施設側の技術開発を同時並行で進め、これらを

連携・統合的に運用する技術が求められる。 

そこで、筆者らは BIM（Building Information 
Modeling）データを用いた高精度地図生成や、IoT
（Internet of Things）・ICT（Information and 
Communication Technology）技術を活用した自

動ドア・エレベータの建物設備制御と施設情報一
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元管理などの施設側の要素技術、そして共通 API
（Application Programming Interface）・スケ

ジュールに基づく統合制御技術を開発する。また、

実際の施設環境を対象に、これらの技術を用いて

自動運転車やサービスロボットなどの自律型モビ

リティを連携・統合し、実証試験を通じて各種の

サービスを実施するとともに技術の有効性を確認

する。本論文では、これらの開発した技術の概要

および実証試験について紹介する。

2.自律型モビリティに対応した施設側の技術開発

近年、建物や周辺の街区などの施設では、3 次元

モデルを含めた高精度 BIM データが整備され、これ

を活用し施設の設計・施工から運用管理までが効率

的に行われている 4)。また、ICT 技術の活用によっ

て建物設備である空調・照明や、セキュリティ・防

災設備などを連携させ、施設全体を監視・可視化し

円滑に運用することが可能となった 5)。さらに、工

場等の生産施設では、品質・生産性・安全性などの

向上を目的に、製品の設計から生産ラインの設計・

製造・製品出荷に至るすべての工程を管理するとと

もに、IoT 技術の活用により様々なデータをリアル

タイムに収集し生産プロセスの効率化が進められて

いる 6)。筆者らは、それらを応用した研究開発とし

て、自律型モビリティに対応する施設側の技術開発

に取り組んでいる。

図－2 に開発の全体構成を示す。開発対象は自動

運転車両とサービスロボットとの連携に必要な技術

である。特に、施設側では BIM データを用いた高精

度地図生成、ICT 活用によるエレベータ・自動ドア

などの建物設備の通信制御、そして、IoT 活用によ

るセンサ・カメラ・人やモノの位置などの様々な情

報の一元管理が必要な要素技術となる。また、これ

らの施設側の情報と自律型モビリティが通信・連携

できるように共通 API を整備する。さらに、複数の

建物設備や用途の異なる複数の自律型モビリティを

施設内で円滑に運用できるよう、スケジュールに基

づく統合制御システムを開発する。次節からはこ

れらの技術を紹介する。 

2.1 BIM データを用いた高精度地図生成 

自律型モビリティの自律走行を実現するためには

様々な技術が必要となる。中でも空間内における自

律型モビリティの現在位置を把握する「自己位置推

定」は重要な要素技術である。 

(a)街区内

(b)建物内

図－1 自律型モビリティが普及した将来の施設 

施設        自律型モビリティ 

図－2 自律型モビリティに対応した技術開発 

自己位置は GNSS（Global Navigation Satellite 
System）を用いて推定することもできるが、建物の

密集した街区や建物内のような環境下では、推定位

置に数メートル程度の大きな誤差が生じる場合があ

る。そのため、あらかじめ位置情報が付与された点

群の地図を用意しておき、その地図と、対象モビリ

ティに搭載されたセンサー情報とをリアルタイムに

照合させることにより、自己位置を推定するスキャ

ンマッチングの手法が広く用いられる 7)。
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地図の生成手法としては、専用の移動型計測装置

MMS（Mobile Mapping System）を用いる手法 8)、

SLAM（Simultaneous Localization and Mapping）
手法 9)が挙げられる。MMS は、GNSS で推定され

た絶対位置を基準に、レーザーセンサの一種である

LiDAR の出力データを投影することで地図として

の点群を生成している。一方、SLAM では、各計測

時刻の LiDAR の出力データの相対移動量を推定す

ることで、各時刻で取得された結果が整合するよう

に、最終的な点群を生成する。これらの手法は、特

に施設内の複雑な環境下では、計測作業や後処理の

手間、環境変化への対応の難しさ、生成された点群

の精度という点で問題がある。 
先に述べたように、近年の施設では、設計・施工

段階から3Dモデルを含めた高精度BIMデータが整

備されつつあり、施設や環境の変化をデータベース

として管理・活用する取り組みも始まっている。こ

うした動向を踏まえ、従来の手法とは異なるアプ

ローチの地図生成手法として、施設の BIM データ

を高精度 3 次元地図としても活用できると考えた。 
図－3 には対象とした実施設（清水建設株式会社

技術研究所）の BIM データを示す。BIM データを

3 次元で表示することにより施設全体の 3 次元形状

を確認できる。ここから自律型モビリティの自己位

置推定用の地図を生成するために、BIM データが本

来持つ 3 次元形状から 3 次元点群に変換する。今回

変換手法として、施設環境評価のための数値流体解

析用のモデル生成によく用いられるメッシュ自動生

成手法を採用した 10)。 

図－4 にメッシュ自動生成手法の概念を示す。こ

の手法は、定められた空間解像度で自動的にメッ

シュを生成するとともに、境界付近のメッシュを細

分化することにより、対象形状を忠実に再現できる。

得られたメッシュデータは点・線・面で構成され、

ここからメッシュの点を取り出すことで、対象形状

に即した点群データへ容易に変換できる。 

図－5 には建物群や植栽などを含めた対象施設全

体をメッシュ化して点群データに変換し、これに施

設内道路情報を加えて得られた 3 次元地図を示す。

この 3 次元地図は施設全体の BIM データとして管

理しており、任意の部位を変換対象から省くことも

できるため、従来の手法で生成された点群地図と比

べて不要なデータが含まれていない。また、この地

図を用いて、街区内での自動運転車の自律走行試験

（図－5(a)）、建物内でのロボットの自律走行試験

（図－5(b)）を実施し、地図の有効性を確認した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3 対象施設の BIM データ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－4 メッシュ生成と点群抽出の概念 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（a）街区内での自動運転車両の自律走行試験 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（b）建物内でのロボットの自律走行試験 

図－5 BIM データから生成した 3 次元点群地図 
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搭載LiDAR計測データ

(a) 形状データ (b) 空間細分化

(c) メッシュの除去 (d)メッシュ点群の抽出
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2.2 ICT 活用による建物設備の通信制御 

自動運転車・ロボットなどの自律型モビリティは

一般的に通信制御プロトコルに基づいて、ネット

ワークを介して制御されている。一方、エレベータ

や自動ドア等をはじめとする施設側の設備はその多

くが接点制御で制御することができる。すなわち、

従来は「人」の利用のため、操作盤に各種操作を行

うためのスイッチが備えられており、スイッチの接

点位置を ON にしたり OFF にしたりすることによ

り、対象設備の状態を切り替える。操作盤上のスイッ

チの接点信号が対象設備の制御盤に入力され、制御

盤が入力された接点信号に基づいて設備の制御を行

うという仕組みである。 

このため、自律型モビリティを建物設備と連携し

ようとする場合は、制御対象となる各機器について、

各種の通信による制御と接点信号による制御の間で

制御情報の受け渡しを行う必要がある。ここでは、

ICT 分野でよく利用される、異なるインタフェース

の相互変換に用いられるインタフェースコンバータ

装置を採用し、建物設備の接点制御から通信制御へ

変換する仕組みを構築した。 

図－6 には、実装例として、エレベータの通信制

御の構成図を示す。図に示すように、対象エレベー

タの制御盤と操作盤の間から電気信号ケーブルを分

岐し、制御サーバーからの LAN ケーブルとインタ

フェースコンバータで接続する構成とした。エレ

ベータを通信制御する場合は、制御サーバーから入

力した通信信号がインタフェースコンバータで接点

信号に変換されて、制御盤を介して対象エレベータ

を接点制御する。反対にエレベータの状態は制御盤

から出力された接点信号がインタフェースコンバー

タで通信信号に変換され、制御サーバー側でモニ

ターすることもできる。このように、エレベータを

従来の接点制御から通信制御にすることで、自律型

モビリティと同様に個々の制御・状態把握をネット

ワーク上で実施できるようになった。 

図－7 は実証試験として、制御サーバー側での通

信制御確認を目的に開発したエレベータ操作盤の

ダッシュボードと、対象エレベータの実操作盤であ

る。エレベータ籠の呼び出しや扉の開閉などの各操

作は、従来の操作盤のボタンでの操作と同様に、ダッ

シュボードからの通信による操作が可能であり、今

回構築した信号変換の仕組みが正常に動作するなど、

構築した通信制御技術の有効性を確認した。 
 
 

 

 

 

 

 

 

図－6 エレベータの通信制御の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

（a）制御サーバーからの通信制御 

 

 

 

 

 

 

 

(b)対象エレベータの応答 

図－7 エレベータの通信制御の試験状況 

 

2.3 IoT 活用による施設情報化・一元管理 

建物や周辺街区等のような施設は、一般車両や歩

行者・施設利用者などの様々なモビリティが往来し

建物を利用する歩車混在の複雑な環境である。自動

運転車やロボットなどの自律型モビリティは搭載し

たセンサーを用いて、周辺の環境をセンシングして

状況を認知した上で、次の動作を判断して自律的に

走行するが、搭載センサーやセンシング情報は限定

的であるため、複雑な施設環境下ではスムーズに走

行できないケースも予想される。 

そのため、施設内で安全安心かつ円滑に自律型モ

ビリティを運用するためには、各種モビリティや建

物設備の状態などの施設情報を収集・可視化して一

元管理する必要がある。また、それらを活用し施設

側からサポートすることで、自律型モビリティの安

全走行やエリア内でのシームレスな移動を実現する

ことができる。 

ここで、施設の設備情報などは工場や建物管理用

途でもよく使われている IoT 技術を活用し、汎用の

通信プロトコルを通じてリアルタイムでデータ収

集・蓄積した（図－8 を参照）。また、収集したデー

タは、BIM データをベースに整備した高精度地図と
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紐づけて共通地図として一元管理した。なお、自律

型モビリティと建物設備の連携を確実に実施すると

ともに、利用者への情報提供のリアルタイム性など

のサービスレベルを維持するため、文献 7、 11 を

参考に各種通信の遅延時間 100ms 以下を目標とし

てシステムを構築している。 

図－9 には対象施設の情報を可視化した表示画面

の一例を示す。集約・一元管理するデータは、自動

運転車・各種ロボットの位置情報、エレベータ・自

動ドアの設備状態、施設のアラート情報、監視カメ

ラ画像などである。これらをダッシュボード上に表

示することで施設全体の状況が一目で把握可能とな

るなど、効果的に施設を運用・監視できることが分

かる。 

 

2.4 共通 API・スケジュールに基づく統合制御  

2.2 節では、建物設備を自律型モビリティと同じ

ネットワーク上で制御するための接点制御・通信制

御間相互の変換方法を、2.3 節では自律型モビリ

ティや建物設備の状態を互いに参照できるための共

通地図に基づく施設情報一元管理方法について述べ

た。本節では、異なるメーカーの自律型モビリティ

や建物設備同士の通信と、施設内で複数自律型モビ

リティ・建物設備の連携を円滑にするための共通

API やスケジュールに基づく統合制御技術について

紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－8 施設情報収集および統合制御システムの構成 

 

表－１ 共通 API の基本仕様 

分類 用途 特徴 

Request 指令信号 ワンショット 

Response 応答信号 ワンショット 

Telemetry 状態信号 連続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－9 対象施設の情報一元管理ダッシュボード 
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異なるソフトウェアまたハードウェア同士の通

信を可能にするためには、互いのデータやりとりの

際に、通信規約・手順（通信プロトコル）や通信デー

タ構造を統一した共通 API を使用する必要がある。

汎用の通信プロトコルとしては、MQTT（Message 
Queuing Telemetry Transport）や HTTP
（HyperText Transfer Protocol）が挙げられる。

MQTT は、HTTP に比べて軽量で、非同期／双方向

通信であり、ネットワークが不安定な状況下でも有

効であることが知られている。なお、建物設備や自

律型モビリティなどの制御用途から、通信データ構

造を主に指令信号 Request、応答信号 Response、
および状態信号Telemetryに分類できる（表－１）。 

今回は、通信プロトコル MQTT を採用し、上述の通

信データ構造に基づく共通 API を構築した。こうす

ると、図－8 に示すように、施設内の建物設備・セ

ンサー情報や自律型モビリティなどのそれぞれの通

信仕様は指定された共通 API に変換して処理するこ

とになり、相互コミュニケーションや協調が可能に

なる。 

施設内では、自律型モビリティ相互の協調に加え

て、施設全体の円滑な運用という視点も必要となる。

そこで、図－2 に示すように、施設・自律型モビリ

ティ間に新たな統合制御システムを設けた。図－10

に統合制御システムの概要を示す。 

従来の自律型モビリティが提供するシステムでは、

ユーザーの利用情報に基づき自律型モビリティを制

御し、必要に応じて他の自律型モビリティや建物設

備と 1 対 1 の協調の下に走行する。一方、提案した

統合制御システムは、従来システムとは異なり、ユー

ザーの利用情報だけではなく、施設全体で一元管理

した情報も考慮する。すなわち、対象となる自律型

モビリティと建物設備の 1 対 1 の協調ではなく、統

合制御システムから作成されたスケジュール管理の

下にすべての自律型モビリティ・建物設備を制御す

ることによって、施設全体の円滑な運用を図るもの

である。 

 具体的な事例として、エレベータを利用して階を

またぐロボット移動の例を示す（図－11）。ユーザー

が、待機位置 NX00（現在階 X）にある対象ロボッ

トを目的地点 NY00（目的階 Y）に配車するシナリ

オを想定する。ユーザーから利用リクエストを受け

た後で、システムは必要とする経由地点（チェック

ポイント）やロボットの動作（自律走行、一時走行

停止、走行開始）をリストアップし、これらをシス

テム上で一連の行動タスクに割り当て優先順位を付

与し、スケジュール管理する。同様に、エレベータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－10 統合制御システムの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 階をまたぐロボット移動の事例 

 
側も目的階呼び出し・扉開閉等のタスクを割り出し

スケジュール管理する。こうした上で、施設情報を

参照しながら、これらのスケジュールを順に実行す

ることにより、ロボットは設定された経由地点を順

番に走行、同時にエレベータは設定された目的階に

移動する。すなわち、ロボットとエレベータが直接

通信、協調動作するのでは無く、見かけの上でロボッ

トとエレベータを同期させることで、両者の連携を

実現できることが分かる。 

NX00 NXE0

EX00

NY00 NYE0目的階Y

現在階X

EY00
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3.実証試験 

 

 前章では、自律型モビリティに対して施設側の必

要とする技術とその開発概要について説明した。本

章では、これらの技術を活用して、また実際の施設

環境を対象に様々な自律型モビリティを用いたサー

ビス実証を行うとともに、開発した技術の有効性を

確認する。 

 

3.1 エレベータ連携案内配送サービス 

本節では、代表的な建物設備であるエレベータと

異なる機種のサービスロボットとの統合制御により、

書籍配送サービスと来客案内サービスの実証を行う。 

近年、様々な用途のサービスロボットが実用化さ

れており、例えば家庭内の清掃ロボットはすでに普

及段階にある。しかし多くはサービス提供のための

装置（例： 清掃用のブラシ）と、走行・移動するた

めの車輪のみを備えた、単一の平面・部屋内でのサー

ビス提供を前提としたものである。言い換えると、

ロボットが自らドアを開け、エレベータに乗って施

設内を自由に移動しサービスを提供することはでき

ない問題がある。ロボットが施設内の様々な場所に

サービスを提供するためには、施設側から移動経路

上の様々な建物設備をロボットと連動して操作する

ことが必須となる。また、ロボットと建物設備の連

動に加えて、複数のメーカー・種類のロボットが同

一施設に導入されることを想定した場合、施設側で

各ロボット間の相互連携を仲介することも必要とな

る。 

このように様々なメーカー・種類の建物設備・ロ

ボットを施設側で統合管理し、ロボットを活用した

多様なサービスを提供できる空間のモデルケースと

して、清水建設技術研究所の本館に実験環境を構築

した。図－12 にシステム構成を示す。前章に説明し

た統合制御システムに、エレベータ 1 台と（株）ティ

アフォー社製の物流用ロボット「Logiee」、NEC ネッ

ツエスアイ（株）が販売する案内用ロボット「YUNJI 
SAIL」各 1 台を接続した。統合制御システムは 2.4
節に述べたスケジュール管理の下にエレベータに対

する呼び出し・ドア開閉などの制御と、2 台のロボッ

トの目的地への移動・待機などの指令を統合的に行

う。同時にロボットがフロア別に保持している地図

の切り替えと自己位置の補正の指令も管理する。こ

れによりエレベータ降車後にロボットがフロア内で

自己位置を正確に認識し目的地までの自律走行を可

能とした。 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－12 建物設備・ロボット連携システムの構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－13ロボットによる配送案内サービス実証の状況 

 

構築したシステムを活用し、Logiee による書籍配

送、YUNIJI SAIL による来客案内のサービスを想定

した実証実験などを実施している。図－13【動画】

に示すように、実証では 2 台のロボットが 1 台のエ

レベータを順番に使用して複数階にまたがるサービ

スを実行できること、狭い通路では 1 台のロボット

を一時待機させ交互通行をさせるなど、ロボットを

用いた案内配送サービスを施設内で効率的に実施で

きたことが分かる。 

 

3.2 複数自律型モビリティによる総合的なサービス 

従来より、自律型モビリティを用いたサービスの

殆どは個々の自動運転車またはロボットを用いて

個々の建物設備と連携して実施した個別のものであ

る。本節では、建物設備である監視カメラやエレベー

タ、自律型モビリティである（株）ティアフォー社

製の自動運転車 Milee と NEC ネッツエスアイ（株）

【動画】https://www.shimztechnonews.com/tw/sit/report/vol99/005_01f.mp4 
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が販売する案内用ロボット「YUNJI SAIL」、配送

ロボット「YUNJI DELI」と統合制御により、送迎

案内配送の総合的なサービスを実施した(図－14)。 
検証シナリオとしては、ある建物にいるユーザー

が、目的地である近隣の別の建物 2 階のラウンジへ

向かうものである。ユーザーは単なる携帯端末上の

予約画面から目的地までの自動運転車の送迎やロ

ボットによる案内・配送を選択することで、これよ

り、統合制御システムは自動的にユーザーのリクエ

ストに基づいてスケジュールを作成し、それぞれの

自律型モビリティおよび建物設備を制御・操作する

ことである。 
 結果的に、図－14【動画】のように、送迎自動運

転車は自律走行により、指定の建物の乗車場に到着

し、ユーザーをピックアップして、またユーザーの

乗車後に目的建物へ向け自律走行を開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方、目的地の建物内では、案内ロボットと配送

ロボットが、自律走行により降車場に向かい待機し

た。実証ではロボットが別の階にいるため、統合制

御システムのスケジュールを通じてエレベータが制

御され、ロボットは、自ら階をまたいで移動した。

さらに、監視カメラの画像から、歩車混在環境下に

おいて人の存在を検知し、自律走行車が接近してい

る場合は、降車場近くの道路横断者に対して待機し

ている案内ロボットの音声と画面表示により車の接

近を知らせて注意喚起するなど、全体の安全性を

図った。 

送迎車両が目的降車場に着くと、待機していた案

内ロボットと配送ロボットが出迎え、出迎えのイン

タラクションは、車の到着とタイミングを合わせて、

案内ロボットの音声と画面表示によって行われ、配

送ロボットへ荷物を預けるように誘導して、また、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【動画】https://www.shimztechnonews.com/tw/sit/report/vol99/005_02f.mp4 

図－14 ロボット・自動運転車による送迎配送案内サービス実証の状況 

建物設備と複数のモビリティ
を連携しサービスを提供

案内ロボット
（YUJIN SAIL)

自動運転車

案内ロボット

配送ロボット

AIによるカメラ画像分析

歩行者を検出

車両接近によるアラート発信

複数の自律型モビリティの連携

ロボットとエレベータの連携
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案内ロボットの表示画面へのタッチをトリガーとし、

目的地へ案内し、同時にエレベータを呼び出し、案

内ロボットの誘導によりユーザーとロボットはエレ

ベータに同乗し、目的地のラウンジへ到着した。配

送ロボットも別のエレベータを用いて、目的地に荷

物を届けたなど、統合制御システムを通じて複数建

物設備の連携や複数自律型モビリティを用いた総合

的なサービスを施設内で円滑に実現することを確認

できた。 

 

4.まとめ 

 

 本論文では、複数の自律型モビリティ、および、

それを用いたサービスを施設内で円滑に運用でき

るように、BIM データを用いた高精度地図生成や、

IoT・ICT を活用した自動ドア・エレベータなどの

建物設備制御と施設情報一元管理の要素技術、共

通 API およびスケジュールに基づく連携統合制御

技術を開発した。また、実際の施設環境を対象に

して、自動運転車やサービスロボットの複数自律

型モビリティを繋ぎ、それを用いたサービス実証

を行うとともに、開発した技術の有効性を確認し

た。 

建物や周辺の街区では自動運転車やロボットと

人が共存する環境の構築に向けて、今後より本格的

な統合制御や、施設内のナビゲーションシステムと

の連携技術などの開発・実証にも取り組む予定であ

る。さらには、システムの実用化に向けた開発も進

め、複合商業施設や、オフィス、ホテル、工場・物

流施設などへの実装を目指したい。 
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